
















































































































る。この仮定は，D. L. ラウソ（Raun,  Donald L. ）によると損益分岐点分析
において，最も基本的な仮定であるとしている。　






線型の仮定をするのに対して，後者は非線型の仮定をたてている。 T. P. ゴ
























































因 は ， 変 動 費 に つ い て の 仮 定 が 異 な っ て い る た め で あ る 。す な わ ち, 損 益 分 岐　
点 分 析 で は, 単 位 製 品 あ た り の 変 動 費 を 一 定 と し ，限 界 分 析 で は, 最 初 は 収 穫　
逓 増 の 原 理 よ り 変 動 費 は 減 少 し, 生 産 量 が 増 加 す る に つ れ て, 収 穫 逓 減 の 法 則　
に よ り, 変 動 費 が 増 加 す る と し て い る と し,u 字 型 の 費 用 曲 線 を 仮 定 し て い る 。
生 産 量 が 非 常 に 少 な い 場 合 や 逆 に 多 く な っ た と き に は 変 動 費 が 高 い と す る　
の は ， 直 観 的 に は 納 得 し え る 面 も あ る が ， デ ー タ り 裏 づ け は 得 ら れ な い わ け　
で あ る 。 生 産 量 が 多 く な っ た 場 合 に ， 費 用 が 増 加 す る 原 因 をM.C. メ イ マ ロ　
ダ1==1 ウ は 次 の よ う に 列 挙 し て い る 。　1
） 生 産 費 に つ い て　O
超 過 労 働 に 対 す る 支 払 い　
○ 夜 勤 交 代 へ の 支 払 い　O
増 産 へ の 支 出　O
機 械 類 の 損 耗 を 早 め る こ と に よ る 費 用　
○ 上0 こ と に よ り生 産 プ ロ セ ス で 生 じ る ボ ト ル ・ ネ ッ ク の た め　O
設 備 の ブ レ イ ク ・ ダ ウ ン が 起 こ っ た 場 合 操 業 時 間 の ロ ス を 避 け る た め の　
修 繕 費　O
夜 勤 で の 電 気 代　2
） 財 務 上 の 費 用　　　
追 加 的 運 転 資 本 を 得 る た め の よ り 高 い 利 子 辛 支 払 い　3
） マ ー ケ ッ テ ィ ン グ へ の 費 用　　　
追 加 生 産 に 対 し て の ， マ ー ケ ッ テ ィ ン グ 費 や セ ー ル ス マ ソ ヘ の 支 払 い　
の 増 加　
以 上 の 論 点 は ， 定 性 的 な 原 因 と し て 納 得 が い く も の で は あ る が ， 実 際 に 生
産 が 増 加 す る と 費 用 が ど の よ う に 変 化 し て い く か に つ い て の 計 量 的 な 測 定 が
な さ れ て い な い た め ， 疑 問 が 残 る の で あ る 。 そ こ で 次 に 費 用 の 測 定 に 関 す る








①MC は一定もしくは逓減する事例が12件,  ②SAC は一定，または逓減する
が13 件，③LAC は一定，または逓減するが15 件であ り，④費用と生産量の
間の線型性の仮定を肯定したものは5 件，⑤一般的に規模の経済を肯定した
例が5 件あった。　　　　　　　　　　　　　 十　
これに反して，MC が増加する事例が1 件,   LAC がU 字型または増加する
とした例示4 件あった。 俵 の＊印のっいた件）　
どちらとも判定のつかないのが2 件ある。













































































































































































































































































































































以 上 の表は 文献（4),    （11),    （12 ）,   （13 ）,   （16 ）,   （17 ），（29 ）,   （30 ）等 よ り作 成 した 。
基 づ い た ， 統 一 さ れ た 分 析 を 行 な う こ と に す る 。　
そ こ で ， 我 々 は 次 に 短 期 と 長 期 の 区 別 を し た ， 修 正 さ れ た 損 益 分 岐 点 分 析
を 考 察 す る 。
kQ　修正された短期の損益分岐点分析　5
の(1)の結果より限界費用 訂o を一定αとし，総費用 ぽC)，平均費用{AC)
を求める。　MC
＝aバフで＝aq 十万，λC ＝α十biq　　(
配よ積分定数.   Qは生産量)























































































将 来 へ の計 画 とい う意味 が重 要性を 持 つ。
そし て， 将 来， な され るであ ろ う短期 分
析を先 取 りし， い くっ か の短 期 分析を選
択 す る とい う機能 があ ると考 え られ る。
長 期 分 析 で の費 用曲 線 の定 式化は2 次



















また収支均衡点ばPi しか明確ではなく，もう1 つ0 収支均衡点が実際に存
在するかどうかは明瞭ではない。
















1 ） 文献（i)参照o 分析方法により用語が異なるので収入＝収益として以下の議論をする。2








また,   FI.R。ギブンズは回帰分析を使って収益費用曲線を推定し，損益分岐点および利潤
極大化による最適値を算出している。5
） 文献u ）でも区分的線型の総収益曲線を仮定し，次のように定式化している。
夕し) ＝Σ( 白 －り-l)x ，
ド1
Xi* ゛ X 一万i＋Xi~　　　　　　
ヱi十・ Xi" ＝O　　　　　　xi*,







） 文献（20）のp.199, 同様の指摘は文献(29 ）p.46.8
） 文献（19）pp.75 ～98，訳書pp.94 ～103．9
） 規程の経済は次式のように計測される。　　　　　　C
＝αXO ，C ：費用，X: 生産量，a,b：パラメーター　　　　
かを規模係数と呼び, b＞1 なら収穫逓減，b=  1で収穫不変，bく1 の場合は収穫逓増と
い ‰ 文献（6 ）参照。10
） 文献（9 ）（11）（23）参照。
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